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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第87期

第２四半期連結

累計期間

第88期

第２四半期連結

累計期間

第87期

第２四半期連結

会計期間

第88期

第２四半期連結

会計期間

第87期

会計期間

自  平成21年

     ４月１日

至  平成21年

     ９月30日

自  平成22年

     ４月１日

至  平成22年

     ９月30日

自  平成21年

     ７月１日

至  平成21年

     ９月30日

自  平成22年

     ７月１日

至  平成22年

     ９月30日

自  平成21年

     ４月１日

至  平成22年

     ３月31日

売上高 (百万円) 289 239 154 130 614

経常損失 (百万円) 85 5 43 2 127

四半期(当期)純損失 (百万円) 82 35 42 47 95

純資産額 (百万円) ― ― 1,203 1,136 1,173

総資産額 (百万円) ― ― 2,422 2,256 2,328

１株当たり純資産額 (円) ― ― 97.42 91.98 94.96

１株当たり四半期

(当期)純損失金額
(円) 6.66 2.89 3.43 3.81 7.74

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 49.7 50.4 50.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △57 48 ― ― △80

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △0 13 ― ― 73

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △27 △27 ― ― △55

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) ― ― 94 152 117

従業員数 (人) ― ― 110 64 64

(注)　１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載して

おりません。

４．第87期の従業員数の大幅な減少は、平成22年１月に希望退職の応募を実施したことによるものであります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(人) 64

(注)  従業員数は就業人数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(人) ６

(注)  従業員数は就業人数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門別 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

紡績部門 91,306 △27.3

仮撚部門 ― △100.0

合計 91,306 △44.1

(注) １．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．仮撚部門は、平成22年３月末に廃止しております。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門別 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比

(％)

紡績部門 114,579 △9.5 107,428 △16.9

仮撚部門 ― △100.0 ― △100.0

合計 114,579 △35.3 107,428 △37.3

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．仮撚部門は、平成22年３月末に廃止しております。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門別 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

紡績部門 130,814 11.7

仮撚部門 ― △100.0

合計 130,814 △15.5

(注) １．主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

帝人テクノプロダクツ㈱ 28,896 18.66 70,645 54.0

帝人ファイバー㈱ 68,672 44.33 43,519 33.3

帝国繊維㈱ 21,663 13.99 ― ―

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．仮撚部門は、平成22年３月末に廃止しております。
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２ 【事業等のリスク】

当社は、改善の兆しがあるものの、継続して経常赤字の計上を余儀なくされ、継続企業の前提に重要な

疑義を抱かせる事象が存在しており、黒字転換が喫緊の最重要課題であると認識している中で、経営成

績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のものがあります。

(１)繊維市況の低迷、国内マーケットの縮小に伴い、販売先からの受注量が発注する会社の判断により、

漸減する可能性があります。

(２)商品開発は、他社との競争に勝つため不可欠な活動でありますが、市場の評価を仰ぐものであるため

タイムリーかつ正確な判断はできません。

(継続企業の前提に関するリスク)

当社グループは、前連結会計年度まで継続的に営業損失を計上しております。こうした状況から当社グ

ループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

なお、文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものでありま

す。　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、経済の改善や緊急経済対策の効果により、着実

に持ち直してきており、自律回復への基盤が整いつつあります。しかしながら、失業率が高水準にあ

るなど、依然厳しい状況にあります。また、先行きについては、企業収益改善が続くなか、海外の景気

減速やエコカー補助金打ち切りなどによる反動、円高の長期化懸念などの不安要素が残っており、景

気後退懸念が台頭しております。繊維景況は、衣料用では百貨店・チェーンストアの売上高の減少が

改善しているものの、消費者の節約志向、中高級離れが続いております。資材用では自動車関連を中

心に需要回復、在庫積み増しがみられ、順調な荷動きとなっております。

当社の産業資材分野では、主力商品であるアラミド繊維の高機能難燃繊維は、自動車関連資材向け

を中心に受注が回復し、高強力繊維についても在庫調整の進展から受注が回復しております。アラミ

ド繊維全体の売上高は、前年同四半期に比べ41百万円増加し70百万円となり、リーマンショック前の

水準に回復してきております。

一方、一般衣料用紡績糸やインテリア用については、海外からの高水準な製品輸入の定着に加え、

国内需要が低迷しております。この間、受注商品の選別強化、受注単価及び生産体制の見直し、インテ

リア用新規複合開発商品の採用もあり、売上高は、前年同四半期に比べ28百万円減少し60百万円とな

りました。

　このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社）の業績は、生産体制の見直しに加え、仮

撚事業の廃止も相俟って売上高は、１億30百万円（前年同期比15.5％減）となりましたが、生産体制

の見直しによる合理化と全社挙げての徹底したコスト削減に取り組んだ結果、営業利益は３百万円

（前年同四半期は55百万円の営業損失）、経常損失は２百万円（前年同四半期は43百万円の経常損

失）となりました。特別損益面では、鳥越工場の解体に伴う固定資産処分損46百万円を計上した結

果、四半期純損失は47百万円（前年同四半期は42百万円の四半期純損失）となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末に比べ、71百万円（△3.1％）減少し、22億56百万円となりました。そ

の主な要因は、現金及び預金が34百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が29百万円、鳥越工場

の解体（建物及び構築物が39百万円減少）と減価償却費の計上等により有形固定資産が70百万円減

少したこと等によるものであります。

 負債は、前年連結会計年度末に比べ、34百万円（△3.0％）減少し、11億20百万円となりました。その

主な要因は、支払手形及び買掛金が16百万円、約定返済により長期借入金が27百万円減少したこと等

によるものであります。

 純資産は、四半期純損失を計上したことにより利益剰余金が35百万円減少したため、前年連結会計

年度末に比べ、36百万円（△3.1％）減少し、11億36百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半

期連結会計期間末に比べ20百万円増加し、１億52百万円となりました。当第２四半期におけるキャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、27百万円(前年同四半　　期は

５百万円の減少)となりました。増加の主な要因は、税金等調整前四半期純損失が48百万円（前年

同四半期は43百万円の税金等調整前四半期純損失）となりましたが、鳥越工場の解体に伴う固定

資産処分損46百万円と減価償却費17百万円の計上があったことと、たな卸資産の減少による資金

の増加が３百万円、仕入債務の増加による資金の増加が３百万円あったこと等によるものであり

ます。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、６百万円(前年同四半期の増

減なし)となりました。増加の要因は、能登工場の紡績機械及び松任工場の仮撚機械の売却による

有形固定資産の売却による収入が６百万円あったこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、13百万円(前年同四半期は13

百万円の減少)となりました。減少の主な要因は、約定返済による長期借入金の返済による支出が

13百万円あったこと等によるものであります。

　

(4) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該事象を解消し、又は改善

するための対応策

当社グループは、不採算品種の選別受注に取り組み、効率的な生産体制の構築を図るとともに、受

注単価の見直しと高機能繊維の開発に注力し、業績回復を図っております。その結果、当第２四半期

連結会計期間においては３百万円の営業利益を計上し、着実にその効果が出始めております。しかし

ながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社が早急に取り組む課題としては、更なる生産の効率化・合理化を遂行し、収益改善を図ること

であります。その具体策として、下記の２点を最重要課題として取り組みます。

①より効率的な生産方式の構築

　小ロット生産体制を構築し、更なる省力化を図るとともに、タイムリーな製品納入体制を目指しま

す。

②高機能糸の開発

　技術力と生産管理能力の高さを誇る当社は、海外糸にシフトを強める定番品にその活路は無く、高

機能糸の開発・生産が生き残りの基本であります。高強力・難燃糸に新機能を加え、特殊用途向けの

開発を原糸メーカーと共にすすめます。　　　　　　

　

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は５百万円であります。

　

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

産業資材用途の一部銘柄において回復の兆しがみられるものの、当社を取り巻く事業環境は未だ

不透明な状況が続いております。

当社グループといたしましては、徹底したコスト管理、受注環境に合わせた生産体制の構築及び原

糸メーカーと高機能糸の開発に取り組み、収益改善に努める所存であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

国内子会社

当第２四半期連結会計期間において、以下の設備を解体いたしました。

会社名
事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額（千円） 従業員数
（人）建物及び構築物

株式会社リック・コーポレーション
鳥越工場

(白山市上野町)
遊休施設 39,758 ―

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

提出会社

当第２四半期連結会計期間において、以下の設備の取り壊しを計画しております。

会社名
事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額（千円） 従業員数
（人）

着手及び完了予定年月

建物及び構築物 着手 完了

北日本紡績株式会社
能登工場

(鳳珠郡能登町)
遊休施設 70,074 ― 平成22年11月 平成22年12月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,631,000

計 54,631,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 12,911,000同左
　大阪証券取引所

　市場第二部
単元株式数は1,000株であります。

計 12,911,000同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年７月１日～平

成22年９月30日
― 12,911 ― 714,000 ― 1,257
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

㈱石川製作所 白山市福留町200 1,489 11.53

直山　楢一 金沢市尾張町 802 6.21

北日本紡績㈱ 白山市福留町201-1 553 4.28

帝人ファイバー㈱ 大阪市中央区南本町1-6-7 500 3.87

本多　俊昭 東京都あきるの市 464 3.59

㈱北國銀行 金沢市下堤町１ 450 3.48

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川2-27-2 320 2.47

北日本紡績取引先持株会 白山市福留町201-1 294 2.27

村山　信也 東京都西多摩郡瑞穂町 245 1.89

宝天大同 神戸市北区山田町下谷上箕の谷3-1 222 1.71

計 ― 5,340 41.36
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　553,000 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 12,288,000
　　　

12,288 ―

単元未満株式 普通株式　　 70,000　 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 12,911,000― ―

総株主の議決権 ― 12,288 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

北日本紡績株式会社 石川県白山市福留町201番地１ 553,000 ― 553,000 4.28

計 ― 553,000 ― 553,000 4.28

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 42 37 31 30 27 30

最低(円) 32 29 27 25 23 24

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
　

　

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

四半期報告書

11/25



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、永昌監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 152,079 117,723

受取手形及び売掛金 51,380 80,480

製品 929 1,423

仕掛品 4,228 2,470

原材料及び貯蔵品 2,616 3,257

その他 3,728 13,036

流動資産合計 214,961 218,392

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 736,807 792,100

機械装置及び運搬具（純額） 134,145 148,892

土地 858,457 858,457

リース資産（純額） 1,411 1,595

その他（純額） 2,960 3,312

有形固定資産合計 ※１
 1,733,783

※１
 1,804,358

無形固定資産

リース資産 1,578 1,784

ソフトウエア 1,413 1,693

施設利用権 807 807

無形固定資産合計 3,799 4,285

投資その他の資産

投資有価証券 287,344 288,524

その他 16,905 13,001

投資その他の資産合計 304,250 301,526

固定資産合計 2,041,833 2,110,170

資産合計 2,256,795 2,328,562
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,628 25,914

短期借入金 597,540 597,540

リース債務 819 819

未払法人税等 917 1,223

引当金 1,876 2,196

その他 42,206 29,831

流動負債合計 652,987 657,525

固定負債

長期借入金 67,846 95,116

リース債務 2,320 2,730

繰延税金負債 94,286 96,922

再評価に係る繰延税金負債 287,194 287,194

引当金 15,604 15,589

固定負債合計 467,251 497,551

負債合計 1,120,239 1,155,077

純資産の部

株主資本

資本金 714,000 714,000

資本剰余金 1,257 1,257

利益剰余金 80,407 116,125

自己株式 △57,262 △57,231

株主資本合計 738,402 774,151

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △13,771 △12,591

土地再評価差額金 411,924 411,924

評価・換算差額等合計 398,153 399,333

純資産合計 1,136,555 1,173,485

負債純資産合計 2,256,795 2,328,562
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 289,017 239,770

売上原価 308,334 175,605

売上総利益又は売上総損失（△） △19,316 64,165

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 9,476 7,600

役員報酬 10,430 6,306

給料及び手当 28,427 18,426

賞与引当金繰入額 944 551

その他 25,593 27,751

販売費及び一般管理費合計 74,872 60,635

営業利益又は営業損失（△） △94,189 3,529

営業外収益

受取利息 40 27

受取配当金 3,621 3,118

不動産賃貸料 2,561 1,871

助成金収入 18,418 2,021

その他 3,376 2,089

営業外収益合計 28,018 9,127

営業外費用

支払利息 10,354 9,780

その他 8,583 8,217

営業外費用合計 18,938 17,998

経常損失（△） △85,108 △5,340

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 249 －

固定資産売却益 － 13,300

特別利益合計 249 13,300

特別損失

固定資産処分損 － 46,058

特別損失合計 － 46,058

税金等調整前四半期純損失（△） △84,858 △38,099

法人税、住民税及び事業税 254 254

法人税等調整額 △2,825 △2,635

法人税等合計 △2,571 △2,381

四半期純損失（△） △82,287 △35,718
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 154,890 130,814

売上原価 171,010 93,696

売上総利益又は売上総損失（△） △16,119 37,118

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 5,297 3,923

役員報酬 5,140 3,306

給料及び手当 15,086 9,054

賞与引当金繰入額 944 305

その他 13,301 16,671

販売費及び一般管理費合計 39,770 33,262

営業利益又は営業損失（△） △55,890 3,855

営業外収益

受取利息 33 22

不動産賃貸料 1,130 800

助成金収入 18,418 917

その他 2,206 555

営業外収益合計 21,789 2,296

営業外費用

支払利息 5,195 4,884

その他 4,429 3,478

営業外費用合計 9,625 8,362

経常損失（△） △43,726 △2,209

特別損失

固定資産処分損 － 46,058

特別損失合計 － 46,058

税金等調整前四半期純損失（△） △43,726 △48,268

法人税、住民税及び事業税 127 127

法人税等調整額 △1,412 △1,317

法人税等合計 △1,285 △1,190

四半期純損失（△） △42,440 △47,078
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △84,858 △38,099

減価償却費 35,964 34,575

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,494 △319

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △249 －

受取利息及び受取配当金 △3,661 △3,146

支払利息 10,354 9,780

固定資産処分損益（△は益） － 46,058

固定資産売却損益（△は益） － △13,300

売上債権の増減額（△は増加） △9,998 29,100

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,931 △622

仕入債務の増減額（△は減少） 8,152 △16,286

その他 △19,304 8,387

小計 △50,164 56,129

利息及び配当金の受取額 3,661 3,146

利息の支払額 △10,430 △9,843

法人税等の支払額 △508 △508

営業活動によるキャッシュ・フロー △57,442 48,923

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △730 △156

有形固定資産の売却による収入 － 13,300

敷金及び保証金の差入による支出 △102 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △832 13,143

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △27,270 △27,270

リース債務の返済による支出 △136 △409

自己株式の取得による支出 － △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,406 △27,710

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △85,681 34,355

現金及び現金同等物の期首残高 180,159 117,723

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 94,477

※１
 152,079
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【継続企業の前提に関する事項】

当第2四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　当社グループは、前連結会計年度まで継続的に営業損失を計上しております。こうした状況から当社グ

ループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消するため、不採算品種の選別受注に取り組み、効率的な生産体制の構築

を図るとともに、受注単価の見直しと高機能繊維の開発に注力し、業績回復を図っております。その結果、

当第２四半期連結会計期間においては３百万円の営業利益を計上し、着実にその効果が出始めておりま

す。しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を連

結財務諸表には反映しておりません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　2,350,638千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　3,473,076千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日

至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 94,477千円

預入期間が３か月超の定期預金         ―

現金及び現金同等物 94,477千円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 152,079千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―

現金及び現金同等物 152,079千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１. 発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　12,911千株

　

２. 自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　 553千株

　

３. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４. 配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５. 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)　　

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等が類似しているため単一セグメントとし、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。
　

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)　　

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)　

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

単一セグメントのため記載を省略しております。

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１． １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 91.98円
　

１株当たり純資産額 94.96円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

当第２四半期

連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,136,555 1,173,485

普通株式に係る四半期末（期末）純資産額(千円) 1,136,555 1,173,485

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(千株)
12,357 12,358

　
２． １株当たり四半期純損失金額等

(1)第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 6.66円
　

１株当たり四半期純損失金額 2.89円
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しませんので記載しておりません。

　  ２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　　

項目

前第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日

至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日)

四半期純損失金額(千円) 82,287 35,718

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 82,287 35,718

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,358 12,357
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(2)第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間

(自  平成21年７月１日

至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3.43円
　

１株当たり四半期純損失金額 3.81円
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しませんので記載しておりません。

　  ２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　　

項目

前第２四半期連結会計期間

(自  平成21年７月１日

至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日)

四半期純損失金額(千円) 42,440 47,078

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 42,440 47,078

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,358 12,357

　

　
(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　平成22年10月29日開催の当社取締役会において、能登工場を解体撤去することを決

議いたしました。これに伴い、固定資産処分損70百万円を特別損失に計上するととも

に、当該資産の固定資産圧縮積立金に係る繰延税金負債の取崩しによる法人税等調

整額△40百万円を第３四半期において計上いたします。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

北日本紡績株式会社

取締役会  御中

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    本    栄    一    印

　

業務執行社員 　 公認会計士    南    波    洋    行    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北日

本紡績株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北日本紡績株式会社及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由に

ついては当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されていない。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

北日本紡紡績株式会社

取締役会  御中

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    本    栄    一    印

　

業務執行社員 　 公認会計士    南    波    洋    行    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北日

本紡績株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北日本紡績株式会社及び連結子会社の平成22

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

1.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで継続して営業損失を

計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実

性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されていない。

2.後発事象の注記に記載されているとおり、会社は平成22年10月29日開催の取締役会において能登工場を

解体撤去することを決議した。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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